公務労協が臨時特例法の成立に関わり、官房長官と交渉－3月6日－


　この交渉には、公務労協からは、中村議長、徳永副議長(自治労委員長)をはじめ各組合の委員長クラス交渉委員が、政府からは藤村官房長官が参加した。
　中村議長は、交渉で次の通り政府の見解を問うた。

【中村議長】
　さる２月２９日に「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律案」が可決・成立した。
これまで、昨年５月２３日に最終決着した政府を代表して臨まれた片山前総務大臣との交渉以降、ねじれ国会における混迷において、１０月３日の藤村官房長官との会談、それを踏まえた１０月２８日の閣議決定、そして２月１７日の輿石幹事長と古賀連合会長との会談など、我々は一貫として、政府及び民主党との信頼関係のもと対応してきた。
　そこで、国家公務員給与に関する国会の決着がはかられた、この機会に、諸課題について、官房長官の見解を伺いたい。
　最初に、昨年5月23日の労使合意に照らして、国家公務員給与に係る三党間の決着は、極めて残念である。しかし、今日の政治情勢、そして何より一刻も早い東日本大震災の復旧・復興のため、受けとめることとした。官房長官の認識を問う。

【官房長官】厳しい政治情勢のもと、苦難をおかけした。苦渋の判断に敬意を表する。政府としては、労使合意が極めて重たいものであるという認識のもと、公務労協の理解を得るよう努める。

以下は、要求書の要求事項にそって質疑。
【中村議長】第一に、復旧・復興の財源となる国家公務員給与の削減について、就学援助に充てる等、その具体的な使途を明らかにされたいこと。

【官房長官】今回の措置に関して、職員の理解と納得を得るとともに、士気の確保をはかるためにも極めて重要な指摘として受け止める。これまで予算措置された復旧・復興事業の中で、被災児童生徒等の就学支援についても必要な対応をしているが、復旧・復興事業の財源やその実施状況の透明性を高めたい。

【中村議長】第二に、「関連四法案」の早期審議入りと成立に向けて、全力をあげるとともに、消防職員の団結権付与をはじめとする「地方公務員の労働関係に関する法律案」等について、直ちに国会提出をはかること。

【官房長官】「国家公務員制度改革関連四法案」の早期審議入りは、極めて喫緊の課題であると認識しているとともに、その成立に向けて死力を尽くす。「地方公務員の労働関係に関する法律案」については、できるだけ早期の国会提出に向け全力を尽くす。

【中村議長】第三に、地方公務員給与の取扱いについては、引き続き、財政上の措置を含め国家公務員給与削減の影響を遮断すること。

【官房長官】国家公務員の給与の引き下げと同様の引下げを地方公共団体に強制することはない。政府としては、先般成立した給与特例法の附則規定を踏まえ、各地方公共団体において、自主的な取り組みを進めながら、適切に決定することが肝要と認識している。

【中村議長】地方公務員給与の取扱いについて、給与特例法の附則12条に係る言及は、誤解を生じる。改めて、政府の立場は、昨年6月3日の質問主意書答弁と何ら変更ないことを確認したい。

【官房長官】先ほども申し上げたとおり、国家公務員の給与引下げと同様の引下げを地方公共団体に強制することは考えていないとの立場に変更はない。

【中村議長】第四に、国家公務員については「人勧の実施に伴う年間調整」が措置された。独立行政法人及び特殊法人等の給与については、法人の自律的・自主的な労使関係を前提とした労使交渉において決定するものであることに係る政府の十全の認識を明らかにすること。

【官房長官】独立行政法人等の給与に関する事項は、労使交渉で決定することと認識している。政府としては、閣議決定に従って、「法人の自律的・自主的な労使関係の中で、国家公務員の給与見直しの動向を見つつ、必要な措置を講ずるよう要請する」ことととしている。

【中村議長】この間の混迷した経過を踏まえた到達そして今日段階の、そして今後の揺るぎない官房長官の決意として回答を受けとめる。
　とくに、関連4法案、地方公務員の労働関係に関する法律案等、公務の労使関係の改革は、必ずやり遂げる正念場にあることを互いの共通認識として、政府における覚悟を持った対応を重ねて求め、本日の交渉を終える。


